
「社会資本の維持管理及び更新に関する行政評価・監視
－鉄道施設の保全対策等を中心として－」の勧告に対するその後の改善措置状況
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○勧告先：国土交通省 ○勧告日：平成27年11月27日
○回答日（1回目）：平成28年8月5日 ○回答日（2回目）：平成29年11月15日

１ 長寿命化計画※の策定の推進

○ 中小鉄道事業者に対し、中長期的な維持管理・更新等のコストの

算定方法等を情報提供

中小鉄道事業者が策定した計画の内容が不十分

・ 中長期的なコストの見通しなどが未記載：7事業者

（原因：中小鉄道事業者ではコストの算定等に苦慮など）

○ 公有民営化方式（注）を導入している地方公共団体に対し、

計画策定に必要な技術・ノウハウを提供等

地方公共団体(4市町)において、公有民営化方式が導入されているが、

事業の長期継続、コスト縮減に向けた計画の策定が進まず

・ 当該地方公共団体では、従来の鉄道事業者が策定した計画を継承

・ コスト縮減に資する計画策定の技術・ノウハウなし

（注） 地方公共団体が、経営の継続が困難な鉄道事業者の施設を引き継ぎ保有・維持管理し、従来の

鉄道事業者が運行を行う事業形態

主な勧告（調査結果）

○ 全中小鉄軌道事業者（169事

業者）の長寿命化計画の内容を
確認、内容の不備等で13事業
者を指導

○ 中小鉄軌道事業者及び地方
公共団体の意見を踏まえ、
「インフラ長寿命化計画の手
引き」を作成し、全鉄軌道事
業者（公有民営化方式を導入して

いる地方公共団体を含む）へ配布

手引きには、長寿命化計画
の対象施設、計画期間、対象
内容等のほか、代表的な工事
の費用、ひな型、記載例等を
掲載

主な改善措置状況

※ 長寿命化計画とは、施設の中長期的な維持管理・更新等に係るトータルコストの縮減、予算の平準化を図るために策定するもの

長寿命化計画の記載事項：対象施設、計画期間、対策内容、中長期的なコストの見通し等

平成29年11月28日
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○ 平成28年度に52事業者に対
して行った保安監査において、
定期検査、補修等の確実な実
施、記録の確実な作成・保存
について、延べ10事業者を指
導

２ 鉄道施設の定期検査等の適切な実施

○ 鉄道事業者に対し、定期検査、補修等の確実な実施、検査記録

の確実な作成・保存を指導

・ 定期検査を実施せず ⇒ 土工：6事業者、土留擁壁：4事業者

（原因：定期検査の対象施設との認識なしなど）

・ 検査結果に基づく必要な補修等を実施せず

⇒ 軌道：7事業者、橋りょう：2事業者、土工：1事業者

・ 構造物の検査記録等の全部又は一部を作成せず ⇒ 7事業者

主な勧告（調査結果） 主な改善措置状況

３ 保安監査の適切な実施

○ 鉄道事業者に対する、より効果的な監査の実施

・ 当省が書類調査で把握した要改善事例（49件）を未把握：34件

○ 要改善事項のフォローアップの徹底

・ 要改善事項の措置が完了せず：3事業者

○ 新たに監査員となる職員等
（33人）に対し研修を2回実施
し、書類調査の徹底等につい
て指導

○ 平成28年度の保安監査結果
に基づく行政指導計22件のう
ち、21件については改善措置
がとられていることを確認
（平成29年10月31日時点）

残り1件については引き続き
フォローアップ

主な改善措置状況

主な勧告（調査結果）



４ 運輸安全マネジメント※における鉄道事業者の取組への支援

主な勧告（調査結果）

○ 平成28年度、29年度の合計で
57事業者（延べ82事業者）に対し
て評価する予定であり、31年度
が終了した時点での評価実施回
数別の中小事業者数は、

・5回以上 → 4事業者（2.7％）

・4回 → 3事業者（2.1％）

・3回 → 131事業者（91.0％）

・2回 → 6事業者（4.2％）

となる予定

○ 内部監査については、ガイド
ラインを改訂するとともに、取
組内容等を示した既存の資料を、
中小事業者向けの具体的な取組
方策の記載を充実させる方向で
改訂予定

マネジメントレビューについ
ては、既存の資料の例示を増や
す改訂を実施済み

主な改善措置状況

・ 中小鉄道事業者(52事業者)のうち、ガイドライン（注）に基づく取組を

実施していない者あり

⇒ 内部監査の未実施：10事業者（19.2％）、

マネジメントレビューと継続的改善の未実施：12事業者（23.1％）

・ 助言を受けたが改善していない中小鉄道事業者の中には、具体的な

改善策が分からないとする者あり

当省の調査した鉄道事業者における運輸安全マネジメント評価の実施状況
（平成21年度～25年度） （単位：事業者、％）
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・ 国土交通省が行う運輸安全マネジメント評価について、

中小鉄道事業者に対する評価機会が大手鉄道事業者に比べて少ない

○ 運輸安全マネジメント評価結果に基づく助言が、事業者が
抱える課題に応じた具体的な内容となるよう見直し・改善

○ 中小鉄道事業者に対する一層の評価の機会拡大

※ 運輸安全マネジメントとは、運輸事業者自らが安全管理体制を構築・改善することにより、輸送の安全性を
向上させることを目的とした制度であり、国土交通省は、運輸事業者の経営幹部等への面談等を実施し、必要
に応じ助言を行う「運輸安全マネジメント評価」を実施

(注) 鉄道事業者は、「運輸事業者における安全管理の進め方に関するガイドライン～輸送の安全
性の更なる向上に向けて～」（平成22年3月国土交通省）を参考に、安全管理体制の構築・改善
に向けた自主的な取組として、ⅰ）事故、ヒヤリ・ハット情報等の収集・活用、ⅱ）内部監査、
ⅲ）マネジメントレビューと継続的改善等の14の取組を行うこととされている。



社会資本の維持管理及び更新に関する行政評価・監視－鉄道施設の保全対策等を中心として－ 

の結果に基づく勧告に対する改善措置状況（2回目のフォローアップ）の概要 

【調査の実施時期等】 

1 実施時期 平成 26年 8月～27 年 11月 

2 対象機関 

調査対象機関：国土交通省 

関連調査等対象機関：四国旅客鉄道株式会社、九州旅客鉄道株式会社、市町村(4)、その他の鉄道事業者(67) 

【勧告年月日及び勧告先】 

平成 27年 11 月 27日  国土交通省 

【回答年月日】 

平成 28年 8月 5日 

【その後の改善措置状況に係る回答年月日】 

平成 29年 11月 15日 

【調査の背景事情等】 

○ 社会資本の一つである鉄道施設は、明治5年の鉄道開業以来、順次整備されてきているが、平成25年3月末現在、建設後50年以上を経過す

る施設の割合は、橋りょうで51％、トンネルで60％に上り、それぞれ、20年後には83％と91％にまで増加する見込み 

○ 国は、平成25年11月、鉄道施設を含むあらゆるインフラを対象に戦略的な維持管理・更新等の方向性を示す「インフラ長寿命化基本計画」

を策定。また、国土交通省は、同基本計画に基づき、平成26年5月、「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」を策定。これらの計

画に基づき、鉄道事業者は、長寿命化計画を策定し、施設の維持管理・更新等を計画的かつ効率的に実施する必要 

○ 一方、毎年、鉄道施設における事故等が発生し、施設の適切な維持管理が重要

○ この行政評価・監視は、鉄道施設の長寿命化対策を推進するとともに、鉄道輸送における安全な運行を確保する観点から、鉄道事業者に

おける鉄道施設の長寿命化計画の策定状況、鉄道施設の維持管理状況及び国による鉄道事業者に対する監査等の実施状況を調査し、関係行

政の改善に資するために実施 
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勧告事項 国土交通省が講じた改善措置状況 
2 鉄道施設の維持管理 

(1) 長寿命化計画の策定の推進 

（勧告要旨） 

① コスト縮減に向けた中長期的な維持管理・更新費用の算定方法

等について、説明会の開催等を通じ、中小鉄道事業者に対し情報

提供すること。 

（説明） 

＜制度の概要等＞ 

○ 国土交通省は、「インフラ長寿命化基本計画」（平成 25 年 11 月 29

日インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議。以下「基本

計画」という。）に基づき、平成 26年 5 月、同省が管理・所管するイ

ンフラの維持管理・更新の取組の方向性を定めた「国土交通省インフ

ラ長寿命化計画（行動計画）」（以下「国土交通省行動計画」という。）

を策定 

○ 鉄道事業者は、基本計画及び国土交通省行動計画に基づき、自らが

管理する施設の「インフラ長寿命化計画（行動計画）」（以下「行動計

画」という。）及び「個別施設計画」を策定（注 1） 

（注 1）各インフラの管理者が、既に行動計画及び個別施設計画と同種・類似

の計画を策定している場合には、当分の間、当該計画をもって、行動計

画及び個別施設計画の策定に代えることができる。 

 

＜調査結果の概要＞ 

○ 基本計画において行動計画に記載することとされている「中長期的

な維持管理・更新等のコストの見通し」が記載されていないものが 9 

 

 

 

→○ 各地方運輸局に対し勧告内容を踏まえた対応についての通達「社

会資本の維持管理及び更新に関する行政評価・監視－鉄道施設の保

全対策等を中心として－結果に基づく勧告の対応について」（平成

27年11月27日付け国鉄技第107号、国鉄施第104号、国鉄安第56号。

以下「対応通達」という。）を発出し、以下について指示した。 

・ インフラ長寿命化基本計画に定められた記載事項が記載されて

いない事例が見られたため、同計画に基づき適切に長寿命化計画

を策定するよう、管内の鉄道事業者及び軌道経営者（以下「鉄軌

道事業者」という。）に周知すること。 

・ 管内の中小鉄軌道事業者に対し、長寿命化計画の内容を確認し、

必要と認められた場合は適切な指導を行うとともに、コスト縮減

に向けた中長期的な維持管理・更新費用の算定方法等について、

苦慮している点等の意見を聴取すること。 

○ 平成27年12月9日に各地方運輸局鉄道部技術課長を集めた「緊急地

方運輸局技術課長会議」を開催し、勧告内容、対応通達等について

周知した。 

○ 平成28年1月から2月にかけて、各地方運輸局において、管内の鉄

軌道事業者（211事業者）を集めた「鉄道施設の維持管理に関する担

当者会議」を開催し、勧告内容、対応通達等について周知した。 

○ 対応通達に基づき、各地方運輸局において、平成28年1月から4月

にかけて、全中小鉄軌道事業者の長寿命化計画の内容の確認、指導

→：1回目のフォローアップ時に確認した改善措置状況 

⇒：2回目のフォローアップ時に確認した改善措置状況 
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勧告事項 国土交通省が講じた改善措置状況

事業者（大手 3鉄道事業者、中小 6鉄道事業者） 

○ 基本計画において個別施設計画に記載することとされている「対策

内容と実施時期」及び「対策費用」が記載されていないものが 2事業

者（大手 1鉄道事業者、中小 1鉄道事業者） 

○ これらの鉄道事業者では、その理由について、国からは、計画作成

の考え方が示されているにすぎず、具体的にどのような計画内容にす

ればよいのか判断が難しいためなどとしている。 

（勧告要旨） 

② 公有民営化方式により鉄道施設を保有・維持管理する地方公共

団体に対し、長寿命化計画の策定に必要な技術・ノウハウ等を提

供すること。 

また、新たに公有民営化方式により鉄道施設を保有・維持管理

する地方公共団体における長寿命化計画の策定に資するよう、対

象施設、計画期間、対策内容等を記載した長寿命化計画の策定方

針等を作成・明示すること。 

（説明） 

＜制度の概要等＞ 

○ 国土交通省は、経営の継続が困難又は困難となるおそれがあると認

を行った。また、平成28年4月までに全中小鉄軌道事業者から意見を

聴取した。 

⇒○ 平成 28 年 1 月から 4 月までに各地方運輸局が全中小鉄軌道事業

者（169事業者）の長寿命化計画の内容の確認を行い、13 事業者に

おいて内容の不備等が見られたため、適切な計画の策定等の指導を

行った。 

○ 平成 28 年に全中小鉄軌道事業者からインフラ長寿命化計画につ

いて意見を聴取した結果を踏まえ、平成 29年 11月 2日に「インフ

ラ長寿命化計画の手引き」を策定し、全鉄軌道事業者に配布した。

手引きでは、長寿命化計画の対象施設、計画期間、対象内容等の

ほか、鉄軌道事業者から意見・要望が多かった長寿命化計画等のひ

な型や代表的な補修・補強工事の費用等の概要を示すなど、中長期

的な維持管理・更新費用の算定方法等について情報提供を行った。 

→○ 各地方運輸局に対し、対応通達を発出し、公有民営化方式により

鉄道施設を保有する地方公共団体に対し、長寿命化計画の策定に必

要な技術・ノウハウ等について、具体的にどのような情報が必要な

のか聴取するよう指示した。 

○ 平成27年12月9日に各地方運輸局鉄道部技術課長を集めた「緊急地

方運輸局技術課長会議」を開催し、勧告内容、対応通達等について

周知した。 

○ 対応通達に基づき、公有民営化方式により鉄道施設を保有する地

方公共団体がある中部、近畿及び中国運輸局において、平成28年4

月までに、当該地方公共団体に対し意見を聴取した。 
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勧告事項 国土交通省が講じた改善措置状況

められる鉄道事業者における輸送の維持を図るため、地域公共交通の

活性化及び再生に関する法律（平成 19年法律第 59号）に基づく鉄道

事業再構築事業を実施。当該事業では、地方公共団体が第三種鉄道事

業者（注 2）として、継続が困難又は困難となるおそれがあると認めら

れる鉄道事業者の施設を保有・維持管理し、民間鉄道事業者が第二種

鉄道事業者として、運行を行う「公有民営化方式」等に事業形態を変

更すること等により、輸送を維持 

（注 2）鉄道路線を第一種鉄道事業者に譲渡する目的をもって敷設する事業及

び鉄道線路を敷設して当該鉄道路線を第二種鉄道事業者に専ら使用させ

る事業を行う者 

＜調査結果の概要＞ 

○ 公有民営化方式により鉄道施設を保有する地方公共団体は、事業の

長期継続のため、中長期的な維持管理・更新コストの縮減に資する長

寿命化計画を策定する必要性があるとしているが、ⅰ）中長期的なコ

スト削減に資する計画を策定するための技術・ノウハウがない、ⅱ）

中長期的なコスト削減に資する計画を策定する場合、事前に鉄道施設

の検査をする必要があり、その費用が工面できないなどとして、未策

定の地方公共団体あり 

(2) 鉄道施設の定期検査等の適切な実施

（勧告要旨） 

① 鉄道事業者において定期検査が適切に実施されるよう、鉄道事

業者に対し、定期検査の必要性及び対象施設を改めて周知すると

ともに、必要に応じ指導を行うこと。 

⇒○ 上記の「インフラ長寿命化計画の手引き」を策定し、公有民営化

方式により鉄道施設を保有する地方公共団体を含む全鉄軌道事業

者へ配布した。 

手引きの作成に当たっては、地方公共団体から参考事例の紹介を

求める意見があったことから、計画の記載例を掲載した。 

→○ 各地方運輸局に対し対応通達を発出し、以下について指示した。

・ 土工、土留擁壁等を含めた鉄道の輸送の用に供する施設が定期

検査の対象であることを管内の鉄軌道事業者に周知するととも
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勧告事項 国土交通省が講じた改善措置状況 
② 鉄道事業者において定期検査の結果に基づく判定に応じた措

置が確実に実施されるよう、鉄道事業者に対し指導を行うこと。 

鉄道施設安全対策事業費補助等の補助金については、申請要件

の見直し、対象施設や用途の拡大など、中小鉄道事業者のニーズ

を踏まえた見直しを検討すること。 

③ 鉄道事業者において、定期検査、判定及び措置の記録が確実に

作成・保存されるよう、鉄道事業者に対し、周知・指導を行うと

ともに、変状記録については、施設の中長期的な維持管理に資す

る保存期間を設定するよう、鉄道事業者に対し、必要な助言を行

うこと。 

（説明） 

＜制度の概要等＞ 

○ 国土交通省は、鉄道に関する技術上の基準を定める省令（平成 13

年国土交通省令第 151号）において、施設及び車両の定期検査、検査

や修理等の記録の作成・保存を義務付け 

○ 「鉄道構造物等維持管理標準（構造物・軌道編）」（平成 19 年 1 月

16 日付け国鉄技第 73 号鉄道局長通達）において、維持管理の原則と

して、検査の結果、健全度を考慮して、必要な措置を講ずること等を

規定 

○ 「鉄道に関する技術上の基準を定める省令等の解釈基準について」

（平成 14 年 3 月 8 日付け国鉄技第 157 号鉄道局長通達）において、

①施設の定期検査及び改造・改築・修理の記録は、期間を定めて保存

すること、②橋りょう、トンネルその他の構造物の変状記録は、当該

構造物の変状履歴が把握できるよう保存することを規定 

 

に、確実に定期検査を実施するよう指導すること。 

・ 鉄道に関する技術上の基準を定める省令（平成13年国土交通省

令第151号）第3条第1項に基づき各鉄道事業者が定めた実施基準等

に基づいて、措置を確実に行うよう指導すること。 

・ 構造物の変状記録等を確実に作成し、保存するよう指導するこ

と。また、橋りょう、トンネル、土工、土留擁壁等の構造物は長

期にわたって供用されることから、構造物の変状履歴が把握でき

るよう、変状記録の保存期間を設定するよう指導すること。 

○ 平成27年12月9日に各地方運輸局鉄道部技術課長を集めた「緊急地

方運輸局技術課長会議」を開催し、勧告内容、対応通達等について

周知した。 

○ 平成28年1月から2月にかけて、各地方運輸局において、管内の鉄

軌道事業者（211事業者）を集めた「鉄道施設の維持管理に関する担

当者会議」を開催し、勧告内容、対応通達等について周知した。 

○ 老朽化対策の補助金については、平成27年度まで「鉄道施設総合

安全対策事業」と「鉄道施設安全対策事業」の二つの事業（注）に

より推進してきたところであるが、28年度からは、老朽化の程度や

事業者の種類等にかかわらず、老朽化対策を総合的に支援できるよ

う、両事業を「鉄道施設総合安全対策事業」に統合した。また、本

補助制度が鉄道施設の効果的な維持管理に活用されるよう、補助対

象事業の選定に当たっては、従来の工法と比べて長期的な維持管理

コストの低減に資する改良であることや、当該鉄道に対する地域の

ニーズ等について確認することとした。 

（注）平成27年度までの補助事業の対象事業及び対象事業者は以下のとおり。 

① 鉄道施設総合安全対策事業 
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勧告事項 国土交通省が講じた改善措置状況 
＜調査結果の概要＞ 

○ 土工の定期検査を実施していないものが 6 事業者（中小鉄道事業

者）、土留擁壁の定期検査を実施していないものが 4 事業者（中小鉄

道事業者）、軌道の定期検査のうち、実施していない検査項目がある

ものが 3事業者（中小鉄道事業者） 

定期検査を実施していない鉄道事業者では、その理由を①土工や土

留擁壁が定期検査の対象となるという認識がなかったため、②土工、

土留擁壁、軌道の遊間等については、線路巡視の際に目視すれば足り、

定期検査は不要と考えていたためなどとしている。 

○ 早急に措置を要すると判定したにもかかわらず、補修・補強、使用

制限、改築・取替等の措置を実施していないものが、①橋りょうにつ

いて 2事業者（大手 1鉄道事業者、中小 1鉄道事業者。計 11か所）、

②土工について 1事業者（大手鉄道事業者。1 か所）、③軌道について

7事業者（中小鉄道事業者。計 247か所） 

○ 平成 26 年度予算額に対する執行率が低調であった鉄道施設安全対

策事業費補助金（老朽化対策事業）について、活用していない鉄道事

業者は、その理由を、①補助対象となる耐用年数を超過した又は老朽

化が認められる施設がないため、②地方公共団体の協調補助を得られ

なかったため、③対象施設や用途が幅広い地域公共交通確保維持改善

事業費補助金を先行して利用しているためなどとしている。 

○ 橋りょう、トンネルその他の構造物の変状記録等の全部又は一部を

作成していないものが 7事業者（大手 1鉄道事業者、中小 6鉄道事業

者） 

○ 変状記録を作成している 63 鉄道事業者のうち、記録の保存期間を

永年又は当該施設の除却までとしているものが 16 事業者（大手 5 鉄

対象事業：橋りょう、トンネル等であって、耐用年数を超えて使用し

ており、かつ、「鉄道構造物等維持管理標準」等に基づく客

観的評価により、老朽化の程度が著しいと認められる施設の

補強・改良 

対象事業者：第三セクター 

② 鉄道施設安全対策事業 

対象事業：橋りょう、トンネル等の土木構造物（取替資産を除く。）

であって、耐用年数を超えて使用している、又は「鉄道構造

物等維持管理標準」等に基づく評価により、老朽化が認めら

れる施設の長寿命化に資する補強・改良 

対象事業者：経営が厳しい鉄軌道事業者 

 

⇒○ 平成28年度に52鉄道事業者に対して計65回保安監査を実施し、定

期検査の確実な実施、定期検査結果に基づく措置の確実な実施、変

状記録等の確実な作成・保存について、延べ10鉄道事業者を指導し

た。当該事業者については、全て改善措置がとられたことを確認し

た。 

○ 老朽化対策の補助金については、平成28年度に「鉄道施設総合安

全対策事業」に統合し、補助対象事業者の選定方法等を見直し、活

用事業者数が統合前の27年度の5鉄道事業者と比較して15鉄道事業

者に増えた。また、平成28年度の補助金の執行率は99％であった。 
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勧告事項 国土交通省が講じた改善措置状況

道事業者、中小 11鉄道事業者）みられた一方、5年以下としているも

のが 29 事業者(大手 6鉄道事業者、中小 23鉄道事業者) 

3 鉄道事業者に対する保安監査の適切な実施 

（勧告要旨） 

① 鉄道施設の維持管理等が的確に実施されるよう、鉄道事業者に

おける維持管理等の取組状況について、より効果的な監査を行う

こと。 

（説明） 

＜制度の概要等＞ 

○ 鉄道事業法（昭和 61年法律第 92号）に基づき、国土交通大臣及び

地方運輸局長は、鉄道事業者の事務所に立ち入り、検査し、質問がで

きるとされている。 

○ 国土交通省では、鉄道事業保安監査実施要領（案）等に基づき、書

類調査や現地調査などの具体的な保安監査の方法を規定 

＜調査結果の概要＞ 

○ 当省の調査で把握した要改善事例 49 件のうち、地方運輸局の保安

監査で把握していない、又は改善指導を行っていない事例が 34 件。

これらの中には、実施基準の内容や検査記録等の確認を行う書類調査

により把握できると考えられるものあり 

→○ 各地方運輸局に対し、対応通達を発出し、鉄道施設等の書類調査

を徹底するなど、より効果的な保安監査の実施に努めるよう指示し

た。また、各地方運輸局に対し、平成27年度に実施した保安監査に

おいて適切な書類調査が実施されていたかどうかの再点検を行う

よう指示した。 

○ 平成27年12月9日に各地方運輸局鉄道部技術課長を集めた「緊急地

方運輸局技術課長会議」を開催し、勧告内容、対応通達等について

周知した。また、同会議において、平成27年度に実施した保安監査

における、適切な書類調査に係る再点検の結果を確認したところ、

各地方運輸局において適切に実施されていた。 

○ 平成28年2月26日に地方運輸局首席鉄道安全監査官を集めた「首席

鉄道安全監査官会議」を開催し、勧告内容等を周知するとともに、

監査手法を見直すべき点はないか、指摘されたような事例を減らす

ためにはどのような取組が必要かについて意見交換を実施した。 

⇒○ 上記の意見交換等を踏まえ、平成28年度においては、鉄道施設等

に関する書類調査の徹底や鉄道事業者の取組状況の中で不適切な

事項を確認した場合に、その原因及び背後要因についても調査し、

適切な指導の徹底を図るため、次の措置を実施した。 

① 各地方運輸局が実施する保安監査に本省職員が同行して、対応
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勧告事項 国土交通省が講じた改善措置状況 
 

 

 

 

 

（勧告要旨） 

② 監査結果に基づき改善指導を行った事項について、鉄道事業者

における要改善事項に対する措置が完了するまでフォローアッ

プを徹底すること。 

（説明） 

＜制度の概要等＞ 

○ 地方運輸局は、被監査事業者に改善事項を通知した場合には、当該

事業者から実施した措置について回答を求め、必要なフォローアップ

を行うこととされている。 

○ 保安監査を終了したときは、保安監査報告書を作成し、国土交通大

臣又は地方運輸局長に報告することとされている。 

 

＜調査結果の概要＞ 

○ 調査した 8地方運輸局では、平成 21年度から 25年度までに実施し

た保安監査に基づき、計 560件の要改善事項を指導。これらのうち、

要改善事項に対する措置が完了しておらず、地方運輸局によるフォロ

ーアップが十分に行われていない事例（3 事業者）がみられた。これ

らの中には、軌道の補修が未実施で危険性が高いとみられるものあり 

 

 

通達で指示したとおりに監査が行われていることの確認を行った

（7回実施）。 

  ② 新たに監査員となる職員等（33人）に対して、2回研修を実施

し、書類調査の徹底等について、指導を行った。 

 

 

→○ 各地方運輸局に対し、対応通達を発出し、改善事項に対する措置

が完了するまで確実にフォローアップを行うことについて指示し

た。 

○ 平成27年12月9日に各地方運輸局鉄道部技術課長を集めた「緊急地

方運輸局技術課長会議」を開催し、勧告内容、対応通達等について

周知した。 

○ 平成28年2月26日に地方運輸局首席鉄道安全監査官を集めた「首席

鉄道安全監査官会議」を開催し、保安監査結果の改善事項の確実な

フォローアップの方法について意見交換を実施した。 

 

⇒○ 平成28年度は、全国190鉄道事業者（平成29年3月末現在）に対し

て、保安監査を52鉄道事業者に対して計65回実施し、その結果に基

づいて22鉄道事業者に対して文書による行政指導を行い、改善を求

めた。 

その後、各地方運輸局がフォローアップを行った結果、22件のう

ち、21件については、要改善事項について改善措置がとられており、

1件については改善に向けて対応中であることを確認した（平成29

年10月31日時点）。 

   なお、対応中の1件については、要改善事項に対する措置が完了
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勧告事項 国土交通省が講じた改善措置状況 
 

 

4 運輸安全マネジメントにおける鉄道事業者の取組への支援 

（勧告要旨） 

国土交通省は、中小鉄道事業者における輸送の安全に係る自主的

な取組を推進する観点から、中小事業者に対する一層の評価の機会

拡大や事業者が抱える課題に応じた具体的な助言の実施について

見直し・改善を図ること。 

（説明） 

＜制度の概要等＞ 

○ 鉄道事業者は、国土交通省が作成した「運輸事業者における安全管

理の進め方に関するガイドライン～輸送の安全性の更なる向上に向

けて～」（平成 22年 3 月国土交通省大臣官房運輸安全監理官。以下「ガ

イドライン」という。）を参考に、安全管理体制の構築・改善に向け

た自主的な取組として、ⅰ）事故、ヒヤリ・ハット情報等の収集・活

用、ⅱ）安全管理体制の構築・改善に必要な教育・訓練等、ⅲ）内部

監査、ⅳ）マネジメントレビューと継続的改善等の 14 の取組を行う

こととされている。 

○ 国土交通省は、鉄道事業者における輸送の安全を確保するための取

組状況を確認するため、鉄道事業法が定める立入検査権限（第 56 条

第 1項）に基づき、運輸安全マネジメント評価を実施 

○ 評価の実施に当たっては、経営の責任者や安全統括管理者等の経営

幹部への面談調査、安全管理に係る書類の確認を中心に実施するとと

もに、当該評価結果に基づき、必要に応じ、運輸事業者に対するきめ

細かな助言を実施 

するまで確実にフォローアップを行っていく予定である。 

 

 

 

→○ 地方運輸局等による中小鉄道事業者への評価（原則2回目及び3回

目の評価を2年連続で実施）を平成26年度から3期6年の期間で実施

することとしており、今年度（平成28年度）から2期目に入り、評

価対象事業者を入れ替えて実施している。 

平成26年度から27年度までは40事業者を評価対象としていたとこ

ろ、28年度から新たに41事業者を評価対象として加えた。このよう

に、中小鉄道事業者への評価機会の拡大に努めている。 

○ 平成28年3月に「事故、ヒヤリ・ハット情報の収集・活用の進め方

～事故の再発防止・予防に向けて～（鉄道モード編）」を作成し、要

望に応じて鉄道事業者に配布するとともに、地方運輸局等の職員が

評価の際に活用して具体的な助言を実施できるよう努めている。 

 

⇒○ 平成28年度は、当初の予定では41事業者を評価対象としていたと

ころ、新規開業事業者（3事業者）側の都合により、38事業者に対

して評価を実施した。2期目後半の平成29年度は、前年度に評価を

行えなかった1事業者を含めた44事業者に対して評価を実施する計

画である（第2期は、延べ82事業者、実57事業者に対して評価を実

施予定）。 

3期目においては、平成30年度は41事業者、31年度は35事業者に対

して評価を行う計画である。3期目が完了した時点での評価実施回数

別の中小事業者数は、以下のとおりとなる予定である。 
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勧告事項 国土交通省が講じた改善措置状況 
 

＜調査結果の概要＞ 

○ ガイドラインに基づく取組のうち、①内部監査については、57事業

者（大手 15鉄道事業者、中小 42鉄道事業者）は実施しているが、10

事業者（中小鉄道事業者）は実施していない、②マネジメントレビュ

ーと継続的改善については、55事業者（大手 15鉄道事業者、中小 40

鉄道事業者）は実施しているが、12事業者（中小鉄道事業者）は実施

していない。 

○ ガイドラインに基づく取組を実施していない中小鉄道事業者では、

その理由について、①国土交通省が策定したガイドラインの中では、

事業規模に関係なく同じ取組内容が示されているが、会社の規模が小

さく、人員が限られている場合、どのように実施すればよいか分から

ないため、②業務多忙のためなどとしている。 

○ 平成 21 年度から 25年度までの 5年間で、大手鉄道事業者（15事業

者）については、評価が 2回行われているものが 5事業者（33.3％）、

3 回のものが 7 事業者（46.7％）、4 回のものが 3 事業者（20.0％）。

一方、ガイドラインに基づく取組の実施に苦慮している状況がみられ

るなど、輸送の安全に係る取組に対する助言等が必要と考えられる中

小鉄道事業者（52事業者）については、評価の実績がないものが 2事

業者（3.8％）、1回のものが 45事業者（86.5％）で大半を占めており、

2回のものが 5事業者（9.6％）にとどまるなど、大手鉄道事業者に比

べて評価の機会が少ない状況 

○ 評価を受けた 65 鉄道事業者のうち、大手鉄道事業者（15 事業者）

の全てが国土交通省による助言を参考にした取組を実施しているが、

中小鉄道事業者（48 事業者）のうち、35 事業者では地方運輸局によ

・5回以上 4事業者（2.7％） 

・4回 3事業者（2.1％） 

・3回 131事業者（91.0％） 

・2回 6事業者（4.2％）※ 

※ 平成27年以降に開業されたものであり、引き続き評価を実施し

ていく予定である。 

 ○ 平成28年3月に作成した「事故、ヒヤリ・ハット情報の収集・活

用の進め方～事故の再発防止・予防に向けて～（鉄道モード編）」

を、鉄道事業者などを対象としたセミナー（本省、地方）や地方運

輸局等の職員に対する研修において活用するとともに、ホームペー

ジ上に公開し、鉄道事業者の取組を支援している。また、平成29年

度から要望に応じて、国土交通省職員が鉄道事業者における安全研

修において講演を行っている。 

 ○ 平成29年7月、運輸審議会の答申を受けて、「運輸事業者における

安全管理の進め方に関するガイドライン～輸送の安全性の更なる

向上に向けて～」（平成22年3月国土交通省大臣官房運輸安全監理

官。以下「ガイドライン」という。）について「事業者は、必要に

応じて、親会社、グループ会社、協力会社、民間の専門機関等を活

用して内部監査を実施することもできる」と明記する等の改訂を行

った。 

さらに、内部監査については、ガイドラインの改訂を踏まえ、「安

全管理体制に係る「内部監査」の理解を深めるために」（平成25年3

月作成）を中小事業者向けの具体的な取組方策の記載を充実させる

方向で改訂予定である。 

 ○ マネジメントレビューについては、「安全管理体制に係る「マネ
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勧告事項 国土交通省が講じた改善措置状況

る全ての助言について取組を実施しているものの、13事業者では、地

方運輸局による助言を参考にした取組の全部又は一部が実施されて

おらず、この中には、同じ内容の助言を繰り返し受けているが、具体

的な改善策が分からず、自主的な取組に活用できないとするものあり 

ジメントレビューと継続的改善」の理解を深めるために」（平成22

年3月作成）の例示を増やすなどの改訂を平成29年10月に行った。 
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